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えひめ地域政策研究センターから

■ 主な活動状況（平成23年 4月～ 9月）

■４月 １日 ●「舞たうん」Vol.108、「イベントＢＯＸ2011」発行

 ２２日 ●えひめ地域づくり研究会議運営委員会〈砥部町・旧庄屋坪内家〉

■５月 ２４日 ●まちづくり活動アシスト事業審査会〈センター〉

 ２７日 ●第 23回評議員会・理事会〈松山市〉

■６月 ２４日 ●えひめ地域づくり研究会議運営委員会〈センター〉

 ２５日 ●地域づくり人養成講座開講式・第1回講座〈松山市〉

■７月 １日 ●「舞たうん」Vol.109 発行

 ２１日 ●地域づくり人養成講座第2回講座〈松山市〉

■８月 １日 ●「おかえり愛媛通信」Vol.9 発行

 ５日 ●近代化えひめ歴史遺産総合調査委員会第1回会合〈松山市〉

 １２日 ●地域おこし協力隊員等との意見交換会〈伊予市・佐礼谷〉

 １９日・２０日 ●地域づくり人養成講座第3回講座〈大洲市〉

 ２６日 ●えひめ地域づくり研究会議運営委員会〈今治市・仙遊寺〉

■９月 ２日 ●第 24回評議員会（臨時）〈松山市〉

 ５日 ●第 24回理事会（臨時）〈松山市〉

 ２３日 ●地域づくり人養成講座第４回講座〈上島町〉

■１０月 １日 ●「ＥＣＰＲ」Vol.28 発行、「舞たうん」Vol.110 発行
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Vol.1 特集 『地域における政策形成』 ＜平成12年 12月＞

Vol.2 特集 『最適な「地域」となることを求めて』＜平成13年 4 月＞

Vol.3 特集 『新四国創造』 ＜平成13年 8 月＞

Vol.4 特集 『地域における環境政策』 ＜平成13年 11月＞

Vol.5 特集 『地域戦略・政策・ガバナンス』 ＜平成14年 2 月＞

Vol.6 特集 『市町村合併と地域社会』 ＜平成14年 5 月＞

Vol.7 特集 『人口減少社会を考える』 ＜平成14年 8 月＞

Vol.8 特集 『まちの機能と景観』 ＜平成14年 11月＞

Vol.9 特集 『新しい地域社会の構築』 ＜平成15年 3 月＞

Vol.10 特集 『ローカルエネルギーの展望』 ＜平成15年 5 月＞

Vol.11 特集 『グローバル化時代の地域産業』 ＜平成15年 9 月＞

Vol.12 特集 『新しいライフスタイルと地域』 ＜平成16年 1 月＞

VoL13特集 『構造改革特区と地域再生構想』 ＜平成16年 5 月＞

VoL14特集 『平成の大合併と地域自治』　　　 ＜平成16年 9 月＞

Vol.15 特集 『21世紀の農業』 ＜平成17年 1 月＞

Vol.16 特集 『若年者雇用の危機』 ＜平成17年 6 月＞

Vol.17 特集 『道州制を考える』 ＜平成17年 12月＞

Vol.18 特集 『地域の危機管理』 ＜平成18年 3 月＞

Vol.19 特集 『南予地域を元気に（第一次産業）』 ＜平成18年 6 月＞

Vol.20 特集 『〃（交流人口の拡大を目指して）』 ＜平成18年 12月＞

Vol.21 特集 『地域産業の再生』 ＜平成19年 8 月＞

Vol.22 特集 『地域力を考える』 ＜平成19年 12月＞

Vol.23 特集 『「限界集落」への対応』 ＜平成20年 7 月＞

Vol.24 特集 『過疎地域の自立活性化に向けて』 ＜平成20年 12月＞

VoL25特集 『地域とともに歩むプロスポーツビジネス』＜平成22年 2 月＞

VoL26特集 『文化遺産を活用した地域づくり』 ＜平成22年 11月＞

VoL27特集 『地域主権への対応』 ＜平成23年 2 月＞

■ バックナンバーのご紹介

■ 編集後記

　「災害は忘れたころにやってくる」というが、近年、日本列島には、地震や風水害など、「忘れる暇なく」災害が発生

している。そして、今回の東日本大震災は、決して忘れることのできない災害であり、現在も進行中である。

　自然の驚異の前に人間は無力であることを思い知らされたが、今、そこから立ち上がろうとしている人たちがいる。

被災地の人たちのために何ができるのか。自分にできることを実行に移したい。また、自分と自分の大切な人、物、ま

ちを災害から守るために何ができるか今一度真剣に考える必要がある。
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